
 

 

物価高騰対策重点支援給付金（こども加算分）給付事業 

 

国のデフレ完全脱却のための総合経済対策として、令和 6年度新たに住民税非課税世

帯または住民税均等割のみ課税世帯への給付金（※）を受給した低所得の子育て世帯に、

こども加算として児童 1人あたり５万円を給付する。 

【財源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 10/10】 

 

※物価高騰対策重点支援給付金（福祉課の実施事業） 

 

 

R6.7.19  発送  通知書・確認書  75 世帯 

R6.8.21  給付開始  通知書・確認書の返送により受給の意思等が確認できた者か 

ら順次給付 

 

 

○令和 6年度分 支給対象児童数：115 人（R6.11.11 時点） 

○確認書・申請書が到着済みの児童数：118 人 

（最終見込み 支給決定件数：70世帯 児童数：118 人 5,900,000 円） 

○R6.11.11 現在支給件数 

支給決定件数：68 件  児童数：115 人  5,750,000 円 

不支給決定件数：2件  児童数：3人 

 

令和６年１１月１１日 

部長会議資料 

こども未来課 


